
 

市川市談合情報対応に関する要綱  

 

（目 的）  

第１条 この要綱は、市川市が入札に付そうとする、又は付した建設工事の請

負、製造の請負、工事用材料の買入、測量、調査、設計等の業務委託及びそ

の他契約について、入札談合に関する情報（私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条及び第８条第１号、刑

法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６の規定に違反すると思料される

情報）及び官製談合情報（入札談合等関与行為の排除及び防止並びに職員に

よる入札等の公正を害すべき行為の処罰に関する法律（平成１４年法律第１

０１号）第２条第５項及び第８条の規定に違反すると思料される職員の関与

が疑われる情報）（以下「情報」という。）があった場合における対応を迅速

かつ的確に行い、入札制度の公正性を確保することを目的とする。  

 

（市川市公正入札調査委員会の設置等） 

第２条 前条の目的を達成するため、市川市公正入札調査委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、市川市建設工事等請負業者資格審査会運営要綱（以下この条に

おいて「資格審査会運営要綱」という。）に規定する市川市建設工事等請負業

者資格審査会（以下この条において「資格審査会」という。）の審査員をもっ

て組織する。 

３ 委員会に委員長を置き、委員長は資格審査会の会長が行い、その他委員に

ついては資格審査会運営要綱の規定を準用する。 

４ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

５ 委員長が不在のときは委員長から事前に指名を受けた委員が、委員（管財

部を所管する副市長を除く）が不在のときは当該委員が指定した職員がその

職務を代理する。 

６ 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、議長となる。 



 

７ 委員長は、必要があると認めるときは、関係職員を会議に出席させ、説明

を求めることができる。 

８ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

９ 会議の議事は、出席した委員の３分の２以上の同意をもって決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。ただし、会議を招集する時間的余

裕がないことが明らかであるときは、会議による同意を得ての決定に代えて、

委員長までの決裁により決定することができる。 

１０ 委員会の事務は、管財部契約課において処理する。 

１１ 前各項に定めるもののほか、委員会の運営その他必要な事項は、委員会

が定める。 

 

（情報の把握）  

第３条 第１条に掲げる契約の発注担当課長（以下「担当課長」という。）は、

情報に接したときは、次に掲げるところにより、可能な限り当該情報の把握

に努めるものとする。  

⑴ 当該情報提供者と現に接触している場合は、情報提供者の氏名、職業、連

絡先、当該情報の内容について、明らかにするよう要請すること。ただし、

相手方が匿名を希望している場合は、氏名以外について、明らかにするよう

要請すること。  

⑵ 報道機関の報道又は通報により情報に接した場合には、報道機関名、報道

機関の連絡担当者及び連絡先を確認の上、報道活動に支障のない範囲で、当

該情報の出所及び内容について、明らかにするよう要請すること。  

２ 担当課長は、情報があった場合は、談合情報メモ（様式第１号）により取

りまとめ、事務局へ速やかに報告するものとする。  

 

（報 告）  

第４条 事務局は、前条第２項の報告を受けたとき又は事務局において情報

を入手したときは、速やかに談合情報報告書（様式第２号）により委員長



 

及び市長に報告するものとする。また、必要がある場合は、情報提供者に

対し、更に情報収集等を行うことができるものとする。  

 

（情報を得た場合の初期対応）  

第５条 情報を得た場合において、委員会を直ちに開催できない場合や、判

断に時間を要することが見込まれる場合には、当面の措置として以下のと

おり対応するものとする。  

⑴ 落札者決定前に情報を得た場合  

担当課長が所属する部の長は、市川市建設工事等一般競争入札実施要領

第１２条の２、市川市建設工事等指名競争入札実施要領第１１条第２項、

市川市建設工事等電子入札実施要領第１９条、市川市業務委託等電子入札

実施要領第１９条、市川市事後審査型一般競争入札実施要領第１８条、市

川市物品購入一般競争入札実施要領第１３条の２又は市川市物品調達電子

入札試行実施要領第１６条の規定を適用し、入札の執行を保留することが

できる。  

⑵ 落札者決定後・契約締結前に情報を得た場合  

担当課長、契約課長又は管財部長は、市川市事務決裁規程（昭和６２年

１１月１４日訓令第４号）別表第２、１６契約課に関する事項に定める契

約締結伺の承認又は契約締結を保留することができる。  

 

（事情聴取等）  

第６条 委員長は第４条の報告を受けた場合、委員を招集し、会議におい

て、情報が事情聴取に値するか否かについて審議するものとする。  

２ 委員は別表第１項に定める基準により、事情聴取に値するか否かについ

て審議するものとする。この場合において、当該情報にその時点において

は未だ検証できない内容が含まれるときは、当該内容については、その検

証が可能となった後に改めて審議し、判断するものとする。  

３ 委員長は、第４条の報告を受けた場合は、第１項の規定にかかわらず、



 

その情報が官製談合情報であって別表第２項に定める基準に該当する場合

は、委員の招集に代えて、総務部長及び管財部長との会議において事情聴

取に値するか否かについて審議することができる。ただし委員長、総務部

長又は管財部長のいずれかに談合の関与の疑いがある場合は、その者は審

議することができない。  

４ 委員長は、第１項若しくは前項の会議の結果又は第２条第９項ただし書

に定める決裁により、事情聴取の必要があると決定されたときは、事務局

に事情聴取をするよう指示するものとする。この場合、事務局による事情

聴取のほか、決定の時点に応じ次のとおり対応するものとする。  

⑴ 落札者決定前  

担当課長が所属する部の長は、市川市建設工事等一般競争入札実施要

領第１２条の２、市川市建設工事等指名競争入札実施要領第１１条第２

項、市川市建設工事等電子入札実施要領第１９条、市川市業務委託等電

子入札実施要領第１９条、市川市事後審査型一般競争入札実施要領第１

８条、市川市物品購入一般競争入札実施要領第１３条の２又は市川市物

品調達電子入札試行実施要領第１６条の規定を適用し、入札の執行を取

りやめる。  

⑵ 落札者決定後・契約締結前に情報を得た場合  

担当課長、契約課長又は管財部長は、市川市事務決裁規程（昭和６２

年１１月１４日訓令第４号）別表第２、１６契約課に関する事項に定め

る契約締結伺の承認を保留、又は契約締結を保留する。  

５ 事務局は、別表第４項に定めるところにより、全ての入札参加者に対

し、事情聴取書（様式第３号の１）及び内訳書聴取書（様式第３号の２）

（以下「事情聴取書等」という。）に基づき、事情聴取を行うものとする。  

６ 委員長は、第４条の報告を受けた場合において、その情報が第１項若し

くは第３項の会議の結果又は第２条第９項ただし書に定める決裁により事

情聴取の必要がないと決定された情報である場合は、事務局に次のとおり

対応するよう指示するものとする。ただし、この場合において入札執行の



 

結果、落札者から寄せられた情報どおりになったときは、委員長は、事務

局に事情聴取をするよう指示するものとする。  

⑴ 落札者決定前（開札前）（別表３（２）による開札後）  

   担当課長が所属する部の長は、全ての入札参加者に対し、誓約書 (様式

第４号 )を徴取後、警告書 (様式第５号 )を交付の上、入札を執行又は落札

者を決定する。  

⑵ 落札者決定後  

担当課長、契約課長又は管財部長は落札者に対し、誓約書 (様式第４号 )

を徴取後、警告書 (様式第５号 )を交付の上、市川市事務決裁規程（昭和６

２年１１月１４日訓令第４号）別表第２、１６契約課に関する事項に定め

る契約締結伺の承認又は契約締結を承認する。  

⑶ 契約締結後  

   担当課長は契約相手に対し、誓約書 (様式第４号 )を徴取後、警告書 (様

式第５号 )を交付の上、契約を続行する。  

７ 事務局は、第４項又は前項ただし書の規定により事情聴取を行った結果

を事情聴取書等にまとめ、委員長に報告するものとする。  

 

（委員会への事後報告）  

第７条 委員長は第４条の報告を受けた場合において、その情報が前条第３

項の会議の結果、事情聴取に値しない情報により事情聴取の必要がないと

決定された情報である場合は、決定後遅滞なく、委員会に報告するものと

する。  

 

（談合の事実の確認）  

第８条 委員長は、第６条第７項の規定により報告された事情聴取書等に基づ

き、委員を招集し、会議において、談合の事実の有無について審議するもの

とする。ただし委員のいずれかに談合の関与の疑いがある場合又は委員が所

属する部の職員に談合の関与の疑いがある場合は、当該委員は審議すること



 

ができない。  

２ 前項の会議の結果、談合の事実があると決定された場合において、その事

実の決定が落札者決定後契約締結前にあっては、入札を無効、落札決定を取

り消すものとし、契約締結後にあっては、直ちに契約を解除することができ

る。  

３ 第１項の会議の結果、談合の事実がないと決定された場合においては、

再度の公告を行い入札を執行するものとする。この場合、入札参加者に対

し、市川市建設工事等一般競争入札実施要領様式第３号―１又は市川市建

設工事等指名競争入札実施要領様式第３号に定める誓約書の外に誓約書 (様

式第４号 )を徴取し、警告書 (様式第５号 )を交付するものとする。  

４ 前項に定める入札執行後、契約締結前に談合の事実があると認められた場

合は、入札を無効とし落札決定を取り消すものとし、契約締結後にあって

は、直ちに契約を解除することができる。  

 

 （公正取引委員会及び千葉県警察への通報）  

第９条 委員長は、第６条第４項の規定により事情聴取を行う情報について

は、委員会に付議する必要があると決定（第２条第９項ただし書に定める

決裁による決定も含む）されたとき及び当該情報に関する事情聴取が終了

したときは速やかに、談合情報報告書（様式第２号）、事情聴取書等及び入

札執行後にあっては入札書等その他の関係書類を添えて、談合情報に関連

する資料の送付書（様式第６号）により、公正取引委員会及び千葉県警察

へ通報するものとする。  

２ 委員長は、第６条第６項ただし書の規定より事情聴取を行う情報につい

ては、事情聴取が行ったときは速やかに、談合情報報告書（様式第２号）、

事情聴取書等及び入札書等その他の関係書類を添えて、談合情報に関連す

る資料の送付書（様式第６号）により、公正取引委員会及び千葉県警察へ

通報するものとする。  

 



 

 （市長への報告）  

第１０条 委員長は、市長に対し情報の対応策、契約解除その他の必要な報

告を適宜行うものとする。  

 

（その他）  

第１１条 情報に接した職員は、当該情報の提供者の氏名、連絡先その他の

職務上知り得た情報を他に漏らしてはならない。人事異動又は退職でその

職を退いた後も同様とする。  

２ 情報は、必要最小限の職員のみが取扱うこととし、本要綱に定める様式

の外、関係資料（以下「資料等」という。）については、秘匿性の高い情報

が含まれているため、事務局等は、情報の秘匿に留意すること。また、資

料等を取扱う職員は、事情聴取書等の作成、決裁、保存の各段階において

適切に管理すること。  

３ 情報については、公正取引委員会の調査や警察本部等の捜査の妨げにな

らないよう、本市から外部に対し積極的を公表するものではないことに留

意するとともに、報道機関（当該談合等に係る情報の提供を受けた報道機

関に限る。）又は情報提供者から求めがあった場合に限り、公正取引委員会

及び警察本部へ通報している旨を明らかにすること。  

４ 誓約書（様式第４号）を提出したにもかかわらず、その後私的独占の禁

止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第３条若

しくは第８条第１号又は刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６の

規定に違反した場合は、極めて不誠実な行為とみなし、市川市建設工事等

請負業者等競争参加資格停止基準に基づき、指名停止期間を加重して措置

するものとする。  

 

   附 則  

 この要綱は、平成６年１１月１１日から施行する。  

 



 

   附 則  

 この要綱は、平成８年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。  

附 則  

 この要綱は、平成１８年５月２６日から施行する。  

附 則  

 この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。  

附 則  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

附 則  

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成２９年１２月１８日から施行する。  

   附 則  

 この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和元年９月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和４年４月２２日から施行する。  



 

   附 則  

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。   

   附 則  

 この要綱は、令和５年７月１８日から施行する。   

 



別 表 

１ 「事情聴取に値する情報」とは、次に掲げるものをいう。 

⑴ 情報提供者の氏名及び連絡先（住所、電話番号、ファックス番号、メールアドレス

等）並びに次の情報が明らかである。 

ア 対象案件名 

イ 落札予定業者（特定建設工事共同企業体の場合は、代表者名でも可） 

⑵ 情報提供者が匿名（実名と確認できる場合以外の全てをいう。）の場合は、連絡先及

び前記（１）のア、イの情報が明らかであることのほか、更に次に示す情報のいずれ

かが含まれている。 

ア 談合に関与した業者名（落札予定業者を除く。） 

イ 談合が行われた日及び場所並びに具体的な談合の方法 

ウ 落札予定金額又は落札率 

エ 特定の業者から入札金額を指示されていること 

オ その他談合に参加した当事者以外に知り得ない情報（様式第１号による） 

⑶ 複数の入札参加者から提出された資料において、通常あり得ないような共通した誤

りが見受けられるなど、談合の可能性が疑われる。 

⑷ その他、談合の信憑性が高いと認められる具体的な資料の提供がある。 

２ 官製談合情報について 

総務部長及び管財部長と連携の上、上記１の基準に準じて判断する。 

３ 留意事項 

⑴ 情報が報道機関の報道又は通報の場合であって、情報提供者の氏名、連絡先等を秘

匿するとされた場合には、報道機関において把握しているものとみなし、情報提供者

が明らかであるとして取扱うこと。 

⑵ 落札者決定前に情報を得た場合において、情報の信憑性を確認するため委員会が必

要と認めるときは、当該入札を開札し結果を参照することができる。この場合、調査

に値しないと判断したときは、誓約書（様式第４号）の徴取及び警告書（様式第５号）

の交付をするまで、落札者の決定は保留する。 

⑶ 落札者決定前に情報を得て、情報の内容に落札予定業者が含まれている場合で次の

いずれかに該当するときは、当該情報は、１（１）イに定める落札予定業者が明らか

であるとはみなさないものとする。 

ア 当該情報に係る落札予定業者が、当該入札の指名業者となっていないとき、入札

参加資格がないとき、又は入札参加申請をしていないとき。 

イ 上記（２）により、開札した結果、落札予定業者が当該情報と異なるとき。 



⑷ 落札者決定後に情報を得た場合には、既に落札者や落札金額等の入札結果が公表さ

れていることに留意して判断すること。 

４ 事情聴取及び内訳書の内容のヒアリング等の実施方法 

調査委員会による入札参加者等に対する事情聴取及び内訳書の内容のヒアリング等

は次に掲げる事項に留意して実施するものとする。 

⑴ 事情聴取 

ア 事情聴取の実施時期は、公正取引委員会の調査や警察本部等の捜査に支障がない

よう配慮する。 

イ 事情聴取は、事務局のほか委員長が指名した複数の委員又は職員により行う。た

だし官製談合情報による事情聴取の場合、事務局のほか委員長が指名した委員及び

職員並びに総務部長及び管財部長により行う。 

ウ 事情聴取を行う対象者は、原則として、契約締結権を有する者又はそれに準ずる

者とする。 

エ 事情聴取は、一者ずつ面談室等に呼び出し、様式第１号を参照の上、必要事項に

ついて聞き取りを行う。 

オ 事情聴取の実施に際しては、事情聴取項目が事情聴取の対象者に事前に伝わり通

謀の機会を与えることのないよう、対象者の呼出時間の設定を工夫するなど、情報

管理を徹底する。 

カ 事情聴取の対象者に対しては、事情聴取の内容を他者に話すことがないよう徹底

する。 

キ 聴取結果については、事務局が様式第３号の１により、事情聴取書を作成する。 

⑵ 内訳書の内容のヒアリング及びチェック 

ア 上記（１）のア、イ、エ、オ、カと同様に実施する。 

イ 内訳書のチェックは、入札参加者から提出された工事費内訳書の内容を確認し、

談合等の形跡がないかを入念にチェックする。 

ウ 内訳書の内容のヒアリングを行う対象者は、原則として、契約締結権を有する者

又はそれに準ずる者とする。なお、積算内容等の技術的事項を説明できる者の同席

を認めることは差し支えない。 

エ 内訳書の内容のヒアリングは、入札参加者の内訳書における積算に係る考え方等

について確認する。 

オ 内訳書の内容のヒアリング結果については、様式第３号の２により、設計者（積

算を行った者）が内訳書聴取書を作成する。 

 



様式第１号 

談 合 情 報 メ モ 

情報を受けた日時    年   月   日（  ）      時   分 

対 象 案 件 名  

発 注 担 当 課  

入札（予定）日        E  

A

情

報
提

供
者

 
 
 
 
 
 

E 

A会 社 名     E  

A役 職 名     E  

A氏 名 等     E  

A連 絡 先     E 

（住所） 
（T e l） 
（F a x） 
（メール） 

A情 報 手 段        E ・電話    ・メール     ・書面     ・面接     ・報道 

A

情

報

内

容

 
 
 
 
 
 

 
 

E 

談 合 者 

参 加 者  

首 謀 者  

落札予定者  

談合経過  

談合結果  

そ の 他  

A応 答 者        E 

A所属・職・氏名        E 

        課 
職名      氏名              内線 

 



様式第２号 

談 合 情 報 報 告 書 
 

                                年  月  日   
公正入札調査委員会委員長   
                          契約課長 
 

情 報 を 受 け た 日 時        年  月  日（ ）     時  分 

案 件 名  

発 注 担 当 課  

入 札 （ 予 定 ） 日  

情 報 提 供 者 

①報道機関名 
 

②その他（会社名等） 
 

③役職名 
 

④氏名等 
 

⑤連絡先 
 
（住所等） 
（Ｔｅｌ） 

情 報 手 段  ・電話    ・書面    ・面接    ・報道 

情 報 内 容  

応答者所属・職・氏名                    内線 

 ※１ 情報が書面等の場合は、写しを添付すること。 
  ２ その他参考となる資料があれば添付すること。 
  



様式第３号の１ 
 

事 情 聴 取 書 
 

案 件 名   

業 者 名   

事情聴取を受けた者    

事情聴取者職・氏名   

日       時    

場       所    

 
 

質      問 
 

 
 聴 取 内 容 

 
 

 １ 本件の入札に先立ち、すでに落札者が

決定している（た）との情報があります

が、そのような事実がありますか。 
 

 

 
 

 
 ２ 本件について、他社の人と何らかの打

ち合わせ、又は話し合いをしたことが

ありますか 
 

 

 
 

 
 ３ あったとすれば、どのような内容の打

ち合わせ、又は話し合いでしたか。 
 

 

 
 

 
 ４ その他必要事項 

 

 
 

 
  



様式第３号の２ 
 

内 訳 書 聴 取 書 
作成者（所属）（氏名） 

 
質  問 聴取内容 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
  



様式第４号 
 

誓    約    書 
 
 

                            年  月  日 
 

市 川 市 長  
 
 
             住 所 
             商号又は名称 
             代 表 者 氏 名 
 
             代 理 人 氏 名 
 
 
 今般の下記案件の競争入札に関し、入札公告又は入札通知書の入札の取りやめ等の規定に抵触する

行為を行っていないことを誓約するとともに、今後とも法令等を遵守し、入札の公正を害するような

行為をしないことを誓約し、落札後、当該案件に関する談合等の事実が明らかになった場合には、契

約を解除されても異議を申し立てません。 
 なお、この誓約書の写しが、公正取引委員会及び千葉県警察に送付されても異議はありません。 
 
 

記 
 
１ 案 件 名      
 
 
２ 工 事 (施 行 )場 所  
 
  



様式第５号

本件入札に係る注意事項

年  月  日

（入札参加事業者名）

（代表者氏名）

市 川 市 長

（件名）

 本件入札について談合があったとの通報があったが、市川市建設工事等一般競争入札実

施要領及び本件入札に係る公告文記載事項を遵守し、厳正に入札すること。なお、入札執

行後に談合の事実が明らかと認められた場合には、市川市建設工事等一般競争入札実施要

領第１３条第４号により入札は無効とする。

 本件においては、入札公告又は入札通知書の入札の取りやめ等の規程に抵触する行為を

行っていない旨の誓約書が提出されているため、将来、同規定に違背していたことが明ら

かとなったときは、誓約書の提出者に対して指名停止期間の加重等がありうることに留意

すること。



様式第６号 
  市川第       号 

    年  月  日 
公正取引委員会事務総局 
          様 
千葉県警察   警察署 
          様 

市川市長          ㊞ 
 

談合情報に関連する資料の送付書 
 
 
 市川市発注の （件       名） の入札について、談合情報に関連する資料を別添のとお

り送付いたします。 
 
（関連資料） 
１ 談合情報報告書（写し） 
２ 事 情 聴 取 書（写し） 
３ 誓 約 書（写し） 
４ 入 札 書（写し） 
５ そ の 他 資 料（写し） 
 



   

談合情報対応フロー（落札者決定前に情報を把握した場合）

事情聴取に値しない情報

談合情報

公正入札調査委員会事務局

（契約課）

公正入札調査委員会委員長による公正取

引委員会及び千葉県警察への通報

公正入札調査委員会

公正入札調査委員会

公正入札調査委員会委員長・市長

事情聴取に値する情報

事情聴取必要事情聴取必要なし

談合の事実なし 談合の事実あり

発注担当課

公正入札調査委員会委員長による

公正取引委員会及び千葉県警察への通報

※適宜、委員長による市長報告

(入札結果が当初寄せられた情報通りの場合)

事情聴取・内訳書のチェック

入札参加者全員から誓約書（様式４号）を徴取後、

入札参加者全員へ警告書（様式５号）を交付

【初期対応】入札の保留

入札執行・落札者決定

再度公告

事情聴取

内訳書のチェック

契約締結伺承認・契約締結

入札取りやめ

公正入札調査委員会（報告）

決裁

【官製談合の場合】

・副市長

・総務部長

・管財部長

による決定



   

談合情報対応フロー（落札者決定後、契約締結前に情報を把握した場合）

談合情報

公正入札調査委員会事務局

（契約課）

事情聴取必要なし

談合の事実なし 談合の事実あり

発注担当課

入札無効・落札決定取り消し

公正入札調査委員会委員長による

公正取引委員会及び千葉県警察への通報

【初期対応】契約締結伺承認の保留

又は契約締結の保留

契約締結伺承認・契約締結

事情聴取

内訳書のチェック

※適宜、委員長による市長報告

契約締結伺の承認又は

契約締結の保留

公正入札調査委員会委員長・市長

落札者から誓約書（様式４号）を徴取後、

落札者へ警告書（様式５号）を交付

公正入札調査委員会

事情聴取に値しない情報 事情聴取に値する情報

決裁

事情聴取必要 公正入札調査委員会委員長による公正取引

委員会及び千葉県警察への通報

公正入札調査委員会（報告） 公正入札調査委員会

【官製談合の場合】

・副市長

・総務部長

・管財部長

による決定



   

談合情報対応フロー（契約締結後に情報を把握した場合）

①

公正入札調査委員会

事情聴取必要なし

談合の事実なし 談合の事実あり

契 約 続 行

事情聴取

内訳書のチェック

※適宜、委員長による市長報告

契約相手から誓約書（様式４号）を徴取後、

契約相手へ警告書（様式５号）を交付

契約解除

公正入札調査委員会委員長による

公正取引委員会及び千葉県警察への通報

談合情報

公正入札調査委員会事務局

（契約課）

発注担当課

公正入札調査委員会委員長・市長

公正入札調査委員会

事情聴取に値しない情報 事情聴取に値する情報

公正入札調査委員会委員長による公正取引

委員会及び千葉県警察への通報
事情聴取必要

公正入札調査委員会（報告）

決裁

【官製談合の場合】

・副市長

・総務部長

・管財部長

による決定
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